第１７回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２２年１２月２２日（水）９時３０分から１２時００分
場　所：大阪府庁本館１階　会計検査室
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名

◎アドバイザーの主な意見
【減損会計（減損処理取扱要領）について】

· 用語の定義で、公有財産台帳上で把握している現在価額（取得価額を改定した価額）という規定があるが、この「現在価額」は一般的に使用されることがあり紛らわしいので、「改定価格」等別の表現にしていただきたい。
· 時価の算出が困難な場合には、「公有財産台帳上で把握している現在価額とすることができる」と規定があるが、安易にこの「現在価額」とするのではなく、可能な限り時価が算出されるようにしていただきたい。
【開始貸借対照表について】

· 資産関係について、平成２３年度を試行期間として評価減等を行わずにスタートして、この間に時価ベースに評価替え等を行った上で、平成２４年度本格的にスタートということであれば問題ないかと思う。
· 港湾事業整備特別会計と箕面北部丘陵整備事業特別会計に係る棚卸資産について、過去に投資した額が不明なものを含めて、どのように算定して計上するのかをご提示いただきたい。

【出資金の減額について】

· 取引所の相場のない出資金の取扱いについて、含み損益が多額にある場合には、別途調整する必要があると考えられるので、取扱要領にそのことを規定いただきたい。
【システム処理について】

· 固定資産の計上で、設計監理費について資産か費用かを選択したり、建物関係について建物や工作物かいくつかに分かれる場合は按分計算したり、いろいろと判断を伴うケースがあるので、研修などによる訓練が必要である。
※会議での意見聴取の後、両アドバイザーに、現在改修中の財務会計システム等について、実際の画面でシステム処理の方法などを確認していただきます。
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